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１ 人口推計の目的と論点 

 

（１）人口推計の目的 

  本推計は、第６次朝霞市総合計画の策定にあたり、将来における本市の出生

動向や転出入動向を予測しつつ将来人口を推計し、もって、基本構想等に掲げ

る『将来人口の見通し』を検討することを目的としている。 

 

（２）人口推計の論点 

  本推計に先立ち、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）

公表の『日本の地域別将来推計人口（令和５（２０２３）年推計）朝霞市』に

つき検証したところ、人口の実績値が推計値を既に上回っており、乖離が生じ

ていた。 

このため、独自推計を行うこととし、近年における本市の人口動態の趨勢を

踏まえ、将来の出生や転出入の動向について複数パターンを設定し、９種のシ

ミュレーションを行っている。 

このような背景から、本推計を踏まえた論点を次のとおり想定している。 

＜人口推計の論点＞ 

①総人口に関する論点 

ア 本市の人口は増加傾向を維持してきたが、近年では鈍化傾向にあ

る。今後、本市の人口はどのような傾向で推移するとみるか。 

イ また、望ましい傾向を実現するために、どのような政策が必要か。

出生に重きをおくか、転入促進に重きをおくか、等。 

 ②出生に関する論点 

ア 本市の合計特殊出生率は近年低下傾向にあり、２０２２年には国と

同水準の１．２５となっている。今後、本市の合計特殊出生率はど

のような傾向で推移するとみるか。 

イ また、望ましい出生率を実現するため、どのような政策・施策が必

要か。若者の支援、子育て世帯への支援、子どもの支援等。 

 ③転出入に関する論点 

ア 本市は転入超過の状態にあるが、近年では超過の規模が必ずしも大

きくなく、人口増加が鈍化する背景ともなっている。今後、本市の

転出入はどのような傾向で推移するとみるか。 

イ また、望ましい転出入の動向を実現するため、どのような政策・施

策が必要か。若者の定住促進、子育て世帯の転入促進と転出抑制、

等。  
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２ 朝霞市人口の動向 

 

（１）総人口 

 ①総人口の推移 

  埼玉県「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」によれば、本市の総人口は、

２０１４年（平成２６年）には１３２，４４９人であったものが、２０２３年

（令和５年）には１４４，０６２人となっている。 

この間、１１，６１３人（８．８％）の増加をみているが、近年、２０２２

年（令和４年）および２０２３年（令和５年）には対前年増加率が０．３％に

とどまっており、本市の人口増加は鈍化傾向にあるとみられる。 

一方、世帯数は２０１４年（平成２６年）から２０２３年（令和５年）の間

に９，４７４世帯（１５．９％）の増加をみており、世帯あたり人員の減少が

進んでいることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：埼玉県「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」（各年１月１日時点）
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 ②年齢３区分別人口比の推移 

  本市の年齢３区分別人口比は、２０１４年（平成２６年）には年少人口 

（１５歳未満）が１４．３％、生産年齢人口（１５～６４歳）が６７．９％、老

年人口（６５歳以上）が１７．８％であったものが、２０２３年（令和５年）

には年少人口が１３．３％、生産年齢人口が６７．１％、老年人口が１９．５％

となっている。 

年少人口比、生産年齢人口比、老年人口比とも大きな変化はみられないが、

年少人口比が１ポイント低下した一方で老年人口比は１．７ポイント増加して

おり、少子高齢化が緩やかに進行しているとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳年齢階級別人口」（各年１月１日時点）
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（２）自然動態 

 ①自然動態の推移 

  本市人口の自然動態（出生者数と死亡者数の推移）は、２０１３年（平成 

２５年）には出生者数１，３８５人に対して死亡者数８４１人であり、５４４

人の自然増であったものが、２０２２年（令和４年）には出生者数１，２２９

人に対して死亡者数１，２１５人であり、１４人の自然増となっている。 

近年、２０２１年（令和３年）および２０２２年（令和４年）には出生者数

と死亡者数が均衡しつつあり、出生者数が死亡者数を下回る「人口の自然減」

の局面に突入しようとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（各年１月１日時点）
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 ②合計特殊出生率の推移 

  本市の合計特殊出生率は、近年のピークであった２０１５年（平成２７年）

には１．５６であったものが、２０２２年（令和４年）には１．２５と 

０．３ポイント低下しており、国（１．２６）の水準を下回っている。 

２０１５年（平成２７年）をピークとして低下傾向にある点は国・県も概ね

同様であるが、低下の幅は本市が最も大きい。県の水準（１．１７）を上回っ

てはいるものの、人口置換水準とされる２．０７とは乖離があることから、今

後の少子化が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：埼玉県「埼玉県の合計特殊出生率」
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 ③母の年齢５歳階級別出生率の変化 

  ２０２２年（令和４年）における母の年齢５歳階級別出生率を、最近１０か

年で合計特殊出生率が最も高かった２０１５年（平成２７年）と比較すると、

２０～３９歳における出生率が低下していることがわかる。 

  特に２５～２９歳では０．４４から０．３２へ、３０～３４歳では０．６１

から０．５１へと０．１ポイント以上低下しており、この年代の出生率低下が

本市の合計特殊出生率の低下につながっている部分が大きいとみられる。 
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（３）社会動態 

 ①社会動態の推移 

  本市人口の社会動態（転入者数と転出者数の推移）をみると、転入者数と転

出者数の差が最大であった２０１９年（令和元年）には転入者数 

１０，２７１人に対して転出者数８，７２６人であり、１，５４５人の社会増

となっていた。 

２０２２年（令和４年）には転入者数９，５０２人に対して転出者数 

８，９９８人であり、５０４人の社会増となっている。近年、２０２１年（令

和３年）および２０２２年（令和４年）には転入者数と転出者数が均衡しつつ

あり、転入者数が転出者数を下回る「人口の社会減」への突入も懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（各年１月１日時点）
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 ③年齢５歳階級別純移動状況の変化 

  国勢調査から、本市の年齢５歳階級別純移動（転入者数－転出者数）をみる

と、２００５年（平成１７年）から２０１０年（平成２２年）及び２０１０年

（平成２２年）から２０１５年（平成２７年）では、１０歳代後半から２０歳

代前半の若者の転入超過が約２，０００人に達していたことがわかる。 

これに対し、２０１５年（平成２７年）から２０２０年（令和２年）の５年

間では、１０歳代後半から２０歳代前半の若者の転入超過規模が大幅に減少し、

転入超過のピークとなる年代が２０歳代前半から後半へと移っている様子が

うかがえる。 

他方、３０歳代については、２００５年（平成１７年）から２０１０年（平

成２２年）では転出超過にあったところ、２０１０年（平成２２年）から 

２０１５年（平成２７年）では転入超過に転じるなど、傾向に変化がみられて

いる。 

なお、本市の場合、１０歳未満の子どもについては、いずれの期間において

も転出超過であるが、その規模は次第に減少して転出入均衡に近づきつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」（各年１0月１日時点）
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３ 国（社人研）推計結果の検証 

 

（１）東京都、埼玉県、基礎調査における比較対象都市（１０市）の将来人口 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）は、令和５年（２０２３年） 

１２月２２日に『日本の地域別将来推計人口（令和５（２０２３）年推計）』

を公表した。 

ここでは、本市に関する国（社人研）推計結果に先立ち、本市の人口流動

（社会動態）への影響という観点から、東京都、埼玉県、基礎調査における

比較対象都市（１０市）の社人研推計結果を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較対象都市（１０市）の将来人口（社人研推計結果）の合計をみると、

東武東上線沿線を中心とした都市の人口は、２０２５年（令和７年）がピー

クであり、その後は減少に転じるものと推計されている。 

また、東京都については、２０４０年（令和２２年）にピークを迎えた後

に減少傾向に転じると推計されている。 

なお、埼玉県については、既に人口減少局面に突入していると推計されて

いる。 

 

資料：社人研「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」

注）数値の枠囲みは、ピークとなる人口及び年を示す。
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（２）本市に関する国（社人研）推計結果 

  本市に関する国（社人研）推計結果については、２０４０年（令和２２年）

に１４７，８８６人（国勢調査人口ベース）となってピークを迎えたのち、緩

やかな減少局面に入るものと推計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  社人研推計の期間は、２０５０年（令和３２年）までとなっており、かつ、

推計は国勢調査人口を基準人口として実施されている。 

本市の場合、国勢調査人口が住民基本台帳人口を下回る傾向にあることから、

住民基本台帳人口をベースとした実績値（４ページ）と社人研推計結果とは、

直接の比較ができない。 

このため、次に、住民基本台帳人口を基準人口とし、推計の期間を２０７０

年（令和５２年）まで延長した「社人研準拠推計」を行った。 

   

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）』

141,083 143,941 145,839 147,265 147,886 147,750 146,963 

19,122 18,565 17,933 17,901 

18,113 17,989 17,447 

94,301 96,639 96,636 94,634 91,058 88,884 87,399 

27,660 28,737 31,270 34,730 38,715 40,877 42,117 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2020年

（令和２年）

2025年

（令和７年）

2030年

（令和12年）

2035年

（令和17年）

2040年

（令和22年）

2045年

（令和27年）

2050年

（令和32年）

（人） 総人口 0～14歳人口 15～64歳人口 65歳以上人口



 

13 

 

（３）社人研準拠推計の結果 

住民基本台帳人口を基準人口とし、推計の期間を２０７０年（令和５２年）

まで延長した「社人研準拠推計」を行った。このとき、推計に用いる仮定値（純

移動率など）は社人研が公表している朝霞市の数値を採用し、社人研推計の期

間は２０５０年（令和３２年）までであるので、２０５０年（令和３２年）の

仮定値を２０７０年（令和５２年）まで延長して用いている。 

  社人研準拠推計の結果は次のとおりである。２０４０年（令和２２年）には

１４９，１５０人（国勢調査人口ベースと比較して＋１，２６４人）となって

ピークを迎えたのち、緩やかな減少局面に入るものと推計される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）社人研準拠推計結果の検証と独自推計の必要性 

上記社人研準拠推計（住民基本台帳ベース、１月１日現在）では、２０２５

年（令和７年）人口は１４４，９１０人と推計される。 

しかしながら、本市の２０２４年（令和６年）１月１日現在の人口（実績値）

は１４４，９６４人であり、既に２０２５年（令和７年）推計値を上回ってい

る。２０２４年（令和６年）人口は前年比で約１，０００人増加しており、か

つ、本市人口増加の主要因である転入超過については子育て世代が多い（１０

ページ）ことから、今後、実績値と推計値の乖離がさらに拡大する懸念がある。 

このようなことから、本推計では、本市の人口特性を踏まえた将来人口の独

自推計（シミュレーション）を行うこととした。 
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18,188 18,105 17,603 17,033 16,503 16,094 15,779 
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４ 朝霞市将来人口の推計（シミュレーション） 

 

【人口推計（シミュレーション）の条件設定】 

 ①出生に係るシミュレーション 

  これまでみてきた本市の人口特性を踏まえ、本推計では、出生と移動に関す

る推計条件を変化させ、合計９種のシミュレーションを行っている。 

  このうち、出生に関しては、次の３パターンの推計条件を設定している。 

 

【出生中位】合計特殊出生率が現状のまま推移 

合計特殊出生率は、２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）

における５か年の平均値（１．３５）とし、これらが未来にわたって変わら

ない（過去５年間の傾向のまま推移する）ものとした。 

 

【出生高位】合計特殊出生率が向上 

合計特殊出生率は、１．３５（２０１８年（平成３０年）から２０２２年

（令和４年）における５か年の平均値）から、国・県・本市の子ども子育て

施策の成果等により、２０３０年（令和１２年）には１．４０、２０４０年

（令和２２年）には１．６０、２０７０年（令和５２年）には１．８０に向

上するものと仮定した。 

 

【出生低位】合計特殊出生率が低下 

合計特殊出生率は１．３５（２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令

和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令和１２年）には 

１．３０、２０４０年（令和２２年）には１．２０、２０７０年（令和５２

年）には１．００に低下するものと仮定した。 
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 ②移動に係るシミュレーション 

  次に、移動に関しては、次の３パターンの推計条件を設定している。 

 

【移動高位】純移動率が現状（転入超過）のまま推移 

純移動率は、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５

年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値を使用し、こ

れらが未来にわたり変わらない（過去５年間の傾向のまま推移する）ものと

した。 

 

【移動中位】転出入が緩やかに均衡へと向かう 

純移動率は、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５

年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、本市の

移住・定住施策の成果等によって転出入が緩やかに均衡へと向かい、 

２０６０年（令和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出超

過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

【移動低位】転出入が比較的早期に均衡へと向かう 

純移動率は、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５

年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、 

２０４０年（令和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出超

過とも解消される）となるものと仮定した。 
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【個別結果】 

（１）ベース推計―現状（過去５年間の傾向）のまま推移した場合 

 ①考え方 

  ベース推計とは、本人口シミュレーションのベース（起点）となるものであ

り、出生や転出入の動向について、本市における過去５年間と同様の傾向が今

後も続くと仮定した場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については２０１８年（平成３０年）から 

２０２２年（令和４年）における５か年の平均値（１．３５）とし、また、純

移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の

５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値を使用して、

これらが未来にわたって変わらない（過去５年間の傾向のまま推移する）もの

とした。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（（平成３０年）から２０２２年（（令和４年）における平均値 

＝１．３５ 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５５，３６４人（６５歳以上人口比率２３．６％）となる。 

総人口はその後も増加を続け、２０５０年（令和３２年）には 

１６４，６０４人（６５歳以上人口比率２９．３％）に達するが、２０６０年

（令和４２年）をピークに減少に転じ、２０７０年（令和５２年）には 

１６４，９７６人（６５歳以上人口比率３１．３％）となると推計される。 

このように、ベース推計では、人口が中長期的に増加し続けるものの、 

２０６０年（令和４２年）にピークを迎えたのちは減少に転じる。高齢化の程

度は比較的低く、２０７０年（令和５２年）でも高齢者は３人に１人未満とな

るものと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

④ベース推計の評価―ベース推計は【出生中位・移動高位】推計 

ベース推計は、出生や転出入の動向について、本市における過去５年間と同

様の傾向が今後も続くと仮定した場合の推計である。 

現在の本市の自然動態については、本資料６、７ページに示したとおり、合

計特殊出生率が近年低下傾向にあり、出生者数と死亡者数が均衡しつつあると

はいえ、自然増を保っている。また、本市の社会動態については、本資料９、

１０ページに示したとおり、転入者数と転出者数が近年均衡に近づいてはいる

とはいえ、比較的高水準の社会増で推移してきている。 

このようなことから、ベース推計を【出生中位・移動高位】推計と位置付け

て、この後のシミュレーションを展開していく。 
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（２）【出生高位×移動高位】推計 

―合計特殊出生率が向上し、転出入の動向が現状のまま推移した場合 

  

①考え方 

  【出生高位×移動高位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率が向上し、転出入の動向が現状（過去５年間と同様の傾向）のまま推移

したと仮定した場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令

和１２年）には１．４０、２０４０年（令和２２年）には１．６０、２０７０

年（令和５２年）には１．８０と向上するものと仮定した。 

他方、純移動率については、ベース推計（【出生中位・移動高位】推計）と

同様、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値を使用し、これらが未来に

わたって変わらない（過去５年間の傾向のまま推移する）ものとした。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５から、２０３０年（令和１２年）には１．４０、２０４０年

（令和２２年）には１．６０、２０７０年（令和５２年）には１．８０

と向上 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５５，７１１人（６５歳以上人口比率２３．５％）となる。 

総人口はその後も増加を続け、２０５０年（令和３２年）には 

１６８，１８８人（６５歳以上人口比率２８．６％）、２０７０年（令和５２

年）には１７８，８３７人（６５歳以上人口比率２８．９％）に達すると推計

される。 

このように、【出生高位×移動高位】推計では、ベース推計（【出生中位・移

動高位】推計）を上回って、減少に転じることなく人口が増加し続ける。高齢

化の程度は低く、２０７０年（令和５２年）でも６５歳以上人口比率は３０％

未満にとどまるものと見込まれる。 
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（３）【出生低位×移動高位】推計 

―合計特殊出生率が低下し、転出入の動向が現状のまま推移した場合 

  

①考え方 

  【出生低位×移動高位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率が低下し、転出入の動向が現状（過去５年間と同様の傾向）のまま推移

したと仮定した場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令

和１２年）には１．３０、２０４０年（令和２２年）には１．２０、２０７０

年（令和５２年）には１．００と低下するものと仮定した。 

他方、純移動率については、ベース推計（【出生中位・移動高位】推計）と

同様、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値を使用し、これらが未来に

わたって変わらない（過去５年間の傾向のまま推移する）ものとした。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５から、２０３０年（令和１２年）には１．３０、２０４０年

（令和２２年）には１．２０、２０７０年（令和５２年）には１．００

と低下 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５５，０２４人（６５歳以上人口比率２３．６％）となる。 

総人口はその後も増加を続け、２０５０年（令和３２年）には 

１６２，１８０人（６５歳以上人口比率２９．７％）に達するが、２０５５年

（令和３７年）をピークに減少に転じ、２０７０年（令和５２年）には 

１５５，５２９人（６５歳以上人口比率３３．２％）となると推計される。 

このように、【出生低位×移動高位】推計では、人口が当面は順調に増加し

続けるものの、ベース推計（【出生中位×移動高位】推計）よりも５年早く 

２０５５年（令和３７年）にピークを迎えたのち、減少に転じる。高齢化の程

度は中程度であり、２０７０年（令和５２年）には３人に１人が高齢者となる

ものと見込まれる。 
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（４）【出生中位×移動中位】推計 

―合計特殊出生率が現状（過去５年間の傾向）のまま推移し、転出入が緩や

かに均衡に向かった場合 

  

①考え方 

  【出生中位×移動中位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率は現状（過去５年間と同様の傾向）のまま推移し、転出入が緩やかに均

衡に向かったと仮定した場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）のまま推移するものと

仮定した。 

他方、純移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令

和５年）の５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値か

ら、２０６０年（令和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出

超過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５ 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、２０６０年（令

和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ）へと変化 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 

 



 

23 

 

 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５３，３２６人（６５歳以上人口比率２３．９％）となる。 

総人口はその後も増加を続けるが、２０４５年（令和２７年）をピークに減

少に転じ、２０５０年（令和３２年）には１５３，６８７人（６５歳以上人口

比率３１．４％）、２０７０年（令和５２年）には１３１，７６５人（６５歳

以上人口比率３８．２％）となると推計される。 

このように、【出生中位×移動中位】推計では、人口が当面は増加し続ける

ものの、約２０年後の２０４５年（令和２７年）にピークを迎えたのち、減少

に転じる。高齢化の程度は比較的高く、２０７０年（令和５２年）には３人に

１人以上が高齢者となるものと見込まれる。 
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（５）【出生高位×移動中位】推計 

―合計特殊出生率が向上し、転出入が緩やかに均衡に向かった場合 

  

①考え方 

  【出生高位×移動中位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率が向上し、転出入が緩やかに均衡に向かった場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令

和１２年）には１．４０、２０４０年（令和２２年）には１．６０、２０７０

年（令和５２年）には１．８０と向上するものと仮定した。 

他方、純移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令

和５年）の５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値か

ら、２０６０年（令和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出

超過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５から、２０３０年（令和１２年）には１．４０、２０４０年

（令和２２年）には１．６０、２０７０年（令和５２年）には１．８０

と向上 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、２０６０年（令

和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ）へと変化 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５３，６６５人（６５歳以上人口比率２３．８％）となる。 

総人口はその後も増加を続けるが、２０４５年（令和２７年）をピークに減

少に転じ、２０５０年（令和３２年）には１５６，９４９人（６５歳以上人口

比率３０．８％）、２０７０年（令和５２年）には１４１，６４９人（６５歳

以上人口比率３５．６％）となると推計される。 

このように、【出生高位×移動中位】推計でも、人口が当面は増加し続ける

ものの、【出生中位×移動中位】と同様に約２０年後の２０４５年（令和２７

年）にピークを迎えたのち、減少に転じる。高齢化の程度は比較的高く、 

２０７０年（令和５２年）には３人に１人以上が高齢者となるものと見込まれ

る。 
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（６）【出生低位×移動中位】推計 

―合計特殊出生率が低下し、転出入が緩やかに均衡に向かった場合 

  

①考え方 

  【出生低位×移動中位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率が低下し、転出入が緩やかに均衡に向かった場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令

和１２年）には１．３０、２０４０年（令和２２年）には１．２０、２０７０

年（令和５２年）には１．００と低下するものと仮定した。 

他方、純移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令

和５年）の５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値か

ら、２０６０年（令和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出

超過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５から、２０３０年（令和１２年）には１．３０、２０４０年

（令和２２年）には１．２０、２０７０年（令和５２年）には１．００

と低下 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、２０６０年（令

和４２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ）へと変化 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５２，９９３人（６５歳以上人口比率２３．９％）となる。 

総人口はその後も増加を続けるが、２０４０年（令和２２年）をピークに減

少に転じ、２０５０年（令和３２年）には１５１，４８１人（６５歳以上人口

比率３１．９％）、２０７０年（令和５２年）には１２５，０４０人（６５歳

以上人口比率４０．３％）となると推計される。 

このように、【出生低位×移動中位】推計でも人口が当面は増加し続けるも

のの、【出生中位×移動中位】推計より５年早く２０４０年（令和２２年）に

ピークを迎えたのちは減少に転じる。高齢化の程度は高く、２０７０年（令和

５２年）には４０％以上が高齢者となるものと見込まれる。 
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（７）【出生中位×移動低位】推計 

―合計特殊出生率が現状（過去５年間の傾向）のまま推移し、転出入が比較

的早期に均衡に向かった場合 

 

①考え方 

  【出生中位×移動低位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率は現状（過去５年間と同様の傾向）のまま推移し、転出入が比較的早期

に均衡に向かったと仮定した場合の推計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）のまま推移するものと

仮定した。 

他方、純移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令

和５年）の５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値か

ら、２０４０年（令和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出

超過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５ 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、２０４０年（令

和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ）へと変化 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５１，３２１人（６５歳以上人口比率２４．２％）となる。 

総人口は２０３５年（令和１７年）をピークに減少に転じ、２０５０年（令

和３２年）には１４４，８７０人（６５歳以上人口比率３３．５％）、 

２０７０年（令和５２年）には１１９，２９７人（６５歳以上人口比率 

４１．２％）となると推計される。 

このように、【出生中位×移動低位】推計では、人口は約１０年後の 

２０３５年（令和１７年）にピークを迎えたのち、減少に転じる。高齢化の程

度は高く、２０７０年（令和５２年）には４０％以上が高齢者となるものと見

込まれる。 
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（８）【出生高位×移動低位】推計 

―合計特殊出生率が向上し、転出入が比較的早期に均衡に向かった場合 

 

①考え方 

  【出生高位×移動低位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率が向上し、転出入が比較的早期に均衡に向かったと仮定した場合の推

計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令

和１２年）には１．４０、２０４０年（令和２２年）には１．６０、２０７０

年（令和５２年）には１．８０と向上するものと仮定した。 

他方、純移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令

和５年）の５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値か

ら、２０４０年（令和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出

超過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５から、２０３０年（令和１２年）には１．４０、２０４０年

（令和２２年）には１．６０、２０７０年（令和５２年）には１．８０

と向上 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、２０４０年（令

和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ）へと変化 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５１，６５４人（６５歳以上人口比率２４．２％）となる。 

総人口は２０４０年（令和２２年）をピークに減少に転じ、２０５０年（令

和３２年）には１４７，８５４人（６５歳以上人口比率３２．８％）、 

２０７０年（令和５２年）には１２８，０３０人（６５歳以上人口比率 

３８．４％）となると推計される。 

このように、【出生高位×移動低位】推計でも、人口が当面は増加し続ける

ものの、約１５年後の２０４０年（令和２２年）にピークを迎えたのち、減少

に転じる。高齢化の程度は比較的高く、２０７０年（令和５２年）には３人に

１人以上が高齢者となるものと見込まれる。 
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（９）【出生低位×移動低位】推計 

―合計特殊出生率が低下し、転出入が比較的早期に均衡に向かった場合 

 

①考え方 

  【出生低位×移動低位】推計とは、出生や転出入の動向について、合計特殊

出生率が低下し、転出入が比較的早期に均衡に向かったと仮定した場合の推

計である。 

  具体的には、合計特殊出生率については１．３５（２０１８年（平成３０年）

から２０２２年（令和４年）における５か年の平均値）から、２０３０年（令

和１２年）には１．３０、２０４０年（令和２２年）には１．２０、２０７０

年（令和５２年）には１．００と低下するものと仮定した。 

他方、純移動率については、２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令

和５年）の５年間における男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値か

ら、２０４０年（令和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ。転入超過・転出

超過とも解消される）となるものと仮定した。 

 

 ②推計条件 

 ア 基準人口 

２０２０年（令和２年）住民基本台帳人口 

 イ 合計特殊出生率 

２０１８年（平成３０年）から２０２２年（令和４年）における平均値 

＝１．３５から、２０３０年（令和１２年）には１．３０、２０４０年

（令和２２年）には１．２０、２０７０年（令和５２年）には１．００

と低下 

 ウ 純移動率 

２０１８年（平成３０年）から２０２３年（令和５年）の５年間におけ

る男女別・年齢５歳階級別の変化率から算出した値から、２０４０年（令

和２２年）に転出入均衡（純移動率ゼロ）へと変化 

 エ 生残率 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 

 オ ０～４歳性比 

国立社会保障（・人口問題研究所（「将来の生残率、純移動率、子ども女性

比と０－４歳性比_日本の地域別将来推計人口（（令和５（（２０２３）年推

計）」_朝霞市を採用 
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 ③推計結果 

  推計の結果、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和

１７年）には１５０，９９４人（６５歳以上人口比率２４．３％）となる。 

総人口は２０３５年（令和１７年）をピークに減少に転じ、２０５０年（令

和３２年）には１４２，８４７人（６５歳以上人口比率３４．０％）、 

２０７０年（令和５２年）には１１３，３７３人（６５歳以上人口比率 

４３．４％）となると推計される。 

このように、【出生低位×移動低位】推計では、【出生中位×移動低位】推計

と同様に人口は２０３５年（令和１７年）にピークを迎えたのち減少に転じる

が、人口減少と高齢化の程度は最も高く、２０７０年（令和５２年）には４５％

近くが高齢者となるものと見込まれる。 
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【人口推計（シミュレーション）結果の総括】 

 ①出生に係るシミュレーション 

  本市の合計特殊出生率は、近年低下傾向にある。そのため今後、【出生低位】

推計で仮定したように、更なる低下をたどる可能性も考えられる。 

  もちろん、合計特殊出生率の向上が促され、【出生高位】の推計で仮定した

ような状況、すなわち２０３０年（令和１２年）には１．４０、２０４０年（令

和２２年）には１．６０となり、２０７０年（令和５２年）には１．８０と向

上していくことが望ましいのは確かである。 

  しかしながら、本市の合計特殊出生率は２０１５年（平成２７年）以降低下

傾向にあり、かつ、本市の取組のみによって合計特殊出生率の向上が直接的に

図られるものではなく、国の施策や社会経済状況に左右される要素も大きい

と思われることから、【出生低位】の考えに立つのが妥当ではないかと考える。 

 ②移動に係るシミュレーション 

  本市の転出入については、転入超過を維持してはいるものの、近年では転出

入均衡に近い動向にある。わが国全体が人口減少に向かう中、将来にわたって

高い水準の転入超過を持続していけるかがポイントとなる。 

  その意味で、【移動高位】推計は理想的ではあるが、シミュレーション（２）

【出生高位×移動高位】推計に示したとおり、将来にわたり人口増加が続いて

約１８万人に達するという想定が現実的かどうかは、議論が必要である。 

他方、「「未来の東京」戦略 version up 2023」によれば、東京都の人口は 

社人研推計よりも早く、２０３０年（令和１２年）をピークに減少に転じると

推計されている。これは、全国的な人口減少の影響から社会増が縮小し、かつ、

出生者数の減少と死亡者数の増加により自然減は拡大する、との見込みによる。 

本市に限らず、県南各市の転入超過は東京都からの人口流入に負うところが

大きいと思われ、東京都が人口減少に向かう中、今後も高水準の社会増を維持

し続けられるかは注視を要する。このような状況の中、本市の転出入も緩やか

に均衡へと向かう【移動中位】の考えに立つのが妥当と考える。 

 ③人口推計シミュレーション結果の総括 

  ①及び②から、【出生低位】と【移動中位】の組み合わせであるシミュレー

ション（６）（２６～２７ページ）を軸として検討を進めることが考えられる。

この場合、本市の総人口は、基本構想の目標年次である２０３５年（令和１７

年）には１５２，９９３人、２０７０年（令和５２年）には１２５，０４０人

となると推計される。 
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6
1

2
7
.8

（
９
）

出
生
低
位
×
移
動
低
位

1
5
0
,9

9
4

2
4
.3

1
4
2
,8

4
7

3
4
.0

1
1
3
,3

7
3

4
3
.4

2
0
3
5
年

（
令
和
1
7
年
）

1
5
0
,9

9
4

2
4
.3

白
数
字

最
も
多
い
（
高
い
）

黒
数
字

最
も
少
な
い
（
低
い
）

人
口
ピ
ー
ク

番
号

推
計

2
0
3
5
年
（
令
和
1
7
年
）

2
0
5
0
年
（
令
和
3
2
年
）

2
0
7
0
年
（
令
和
5
2
年
）
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（参考資料）用語解説 

 

用語（５０音順） 解 説 

仮定値 

推計の際、地域の実情や今後の予測等を踏まえて変

化させる仮の値（パラメーター）であり、合計特殊

出生率、純移動率、生残率、０～４歳性比等がある。 

 

基準人口 

推計の起点となる人口をいう。本推計では、令和２

年住民基本台帳人口(１月１日。国公表人口)の人口

としており、推計結果も各年１月１日現在の人口と

なる。 

コーホート要因法 

性別（・年齢階級別の人口集団（（コーホート）に生ず

る変化を、その要因（（出生（・死亡および転入（・転出）

ごとに計算して将来の人口を求める手法をいう。 

 

子ども女性比 

子どもと女性の比率。社人研では、ある年の０歳か

ら４歳の人口（（男女計）を、同年の２０歳から４５

歳女性人口で割った値をいう。 

 

合計特殊出生率 

１人の女性が一生の間に産むと想定される子ども

の数であり、女性の年齢別出生率を１５歳から４９

歳まで合計した値をいう。 

 

（人口の）自然動態 

（人口の）自然増 

（人口の）自然減 

ある年における出生者数と死亡者数の状況をいう。

出生者数が死亡者数を上回れば自然増といい、その

反対であれば自然減という。 

 

（人口の）社会動態 

（人口の）社会増 

（人口の）社会減 

ある年における転入者数と転出者数の状況をいう。

転入者数が転出者数を上回れば社会増といい、その

反対であれば社会減という。 

 

純移動率 

本推計では、Ｘ年のＹ歳からＹ＋４歳人口に対す

る、Ｘ年＋５年後のＹ＋５歳からＹ＋９歳人口にお

ける転入者と転出者の差（（純移動数）の割合をいう。 
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用語（５０音順） 解 説 

生残率 

本推計では、Ｘ年のＹ歳からＹ＋４歳人口が、Ｘ年

＋５年後に、死亡せずＹ＋５歳からＹ＋９歳人口と

して生存している割合をいう。 

 

０～４歳性比 

ある年における０歳から４歳の女性人口を１００

とした時の０歳から４歳の男性人口の割合をいう。 

 

 

 

 


